
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国立大学法人九州大学インフラ長寿命化計画（行動計画） 
（ダイジェスト版） 

１．背景 

〇平成２４年１２月に発生した、中央自動車道笹子トンネル天井板落下事故により、９名の命が奪われ、この

事故を契機にインフラの老朽化早期対策の重要性が表面化。 

〇政府は、国民生活や社会経済活動を支えるインフラに関する維持管理等の方向性を示す基本的な計画である、

「インフラ長寿命化基本計画」を平成２５年１１月に策定し、各省庁に行動計画を作成するように通知。 

〇文部科学省は、国立大学法人等に中長期的な方向性を明らかにし、所管又は管理する施設の維持管理等を着

実に実施するために「文部科学省インフラ長寿命化計画」を平成２７年３月に策定。 

九州大学施設・インフラ長寿命化行動計画（以下「九大行動計画」という）を平成２８年１１月に策定 

九州大学インフラ長寿命化計画（個別施設計画）（以下「九大個別施設計画」という）を令和２年３月に策定 

                                                    

〇九州大学の対応 

前回平成２８年１１月に策定した「九大行動計画」の計画期間が令和３年３月に終了したため、また令和

３年４月に文部科学省の行動計画が改定されたことを踏まえて、九大行動計画を令和５年３月に改定。 

〇九州大学の対応（今回改定） 

２．文部科学省行動計画の主な改定内容（令和３年４月） 

〇予防保全型の老朽化対策への転換 

〇公的ストックの最適化 

〇維持管理を含めたＰＰＰ／ＰＦＩなどの官民連携手法の導入支援 

〇カーボンニュートラルに向けた取組 

〇新技術の開発・導入 

〇計画的・戦略的な改修による施設の機能向上 

〇体制の構築（トップマネジメントによる、部局の枠を越えた横断的な実務体制） 

〇情報基盤の整備及び活用 

３．老朽化の現状と課題 

経年別保有建物面積（令和４年５月１日現在） 

 

令和５（２０２３）年３月 

キャンパス計画及び施設管理委員会 

経年別保有建物面積（令和４年５月１日現在） 111,875 
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（課題２） 

今後10年間で伊都キャンパス以外の未改修

建物157,106㎡を改修する必要がある。 

（課題１） 

伊都キャンパスは、移転事業のため 

10年後以降に集中して改修が必要な時期となる。 

：伊都キャンパス 

面積合計 ５１０,９０７㎡ 

経年別保有建物面積（令和元年５月１日現在 九大個別施設計画策定時） 
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改修済 

面積（㎡） 

経年 25 年未満 経年 25 年未満（伊都） 未改修 
（14％） （14％） （22％） 

改修済 経年 25 年未満 経年 25 年未満（伊都） 未改修 
（11％） （16％） （23％） （50％） 

〇文部科学省は、行動計画の期間が終了することから、これまでの取組のフォローアップや長寿命化に向けた

政府全体の方針等を踏まえ、更なる長寿命化対策の取組を推進するため、行動計画を令和３年４月に改定。 

３年後 



安全・安心で、教育研究活動を支える良好なキャンパス環境の確保 
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新・改築費（80年周期）

※36.3億円/年

全面改修費（40年周期）

※19.7億円/年

基幹設備費（ライフライン）

※8.1億円/年

修繕費

※10.6億円/年

中規模改修費

※8.8億円/年

億円

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ６．九大個別施設計画 

行動計画にもとづき、施設毎の具体的な修繕・更新方針を定め、戦略的に維持管理・更新を推進 
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新・改築費（80年周期）

※45.2億円/年

全面改修費（40年周期）

※24.4億円/年

基幹設備費（ライフライン）

※8.8億円/年

修繕費

※10.6億円/年

中規模改修費

※8.8億円/年

億円

(伊都)ウエスト2・3・4号館改修 等

(伊都)イースト1・2号館改修
(伊都)ウエスト1号館改修 等

(筑紫)先導研本館改築
(筑紫)応力学研究所改築 等

４．中長期的なコストの見通し 

コストシミュレーション（長寿命化 80 年）※施設のトリアージを考慮 

５．取り組みの方向性 

年間必要金額と想定財源 
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前回試算額 今回試算額

※予防保全（防水、外壁、照明、空調、トイレ改修）にかかる費用

想定財源 

 
新・改築費/年 

全面改修費/年 

基幹設備費/年 

施設整備補助金 

長期借入金（病院） 

積立金（自助努力） 

想定財源 

 

修繕費/年 
運営費交付金 

自己収入 等 

想定財源 

 

学内資金（自己財源等） 中規模改修費※/年  

今回試算額：８．８億円（中規模改修費に年間必要な金額） 

増額 

2.2億円 

(令和元年度試算額) 

億円/年 

戦略的・計画的な国費要求と自助努力 

 

年平均 

(馬出)九大病院改修 等 

(馬出)九大病院改築 等 

67.9 

83.5 

約 418 億円／5 年 
 

※九大病院・別府病院の新・改築費、全面改修費は借入金を前提とするため、コストシミュレーションより除外。 
※ライフサイクルの前倒し又は先送り（前後５年間以内）により予算を平準化した。 

 
 

戦略的な財源確保による予算の平準化 平準化 

※太字は令和３年４月の文部科学省行動計画の主な改定内容を示す。 

アウトカム 

対 象 施 設 現在保有している全ての建物及び主要キャンパスの基幹設備 

計 画 期 間 令和５年度から第４期中期目標計画期間の期末にあわせて令和９年度まで（５年間） 

 
 取組の方向性 具体的な取組内容 

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
サ
イ
ク
ル
の
構
築 

（１）メンテナンスサイクルの着実な実施 点検・診断を適切に実施し計画的に維持管理 

（２）予防保全型の老朽化対策への転換 計画的な老朽改善整備による施設の長寿命化 

（３）公的ストックの最適化 施設をトリアージし、施設の総量を最適化 

（４）維持管理を含めた官民連携手法の導入 PPP/PFI など多様な財源の活用を検討 

（５）施設のライフサイクルの見直し 長寿命化ライフサイクル（８０年）へ見直し 

（６）カーボンニュートラル実現に向けた取組 省エネ改修の促進 

（７）新技術等の導入検討 インフラ長寿命化に関する新技術の導入検討 

（８）計画的・戦略的な改修による施設の機能向上 イノベーションコモンズへの転換など戦略的リノベーションによる機能向上 

環
境
整
備 

（１）指針・手引きの活用 文部科学省が策定する指針等を活用 

（２）体制の構築 トップマネジメントによる部局の枠を越えた横断的な実務体制 

（３）情報基盤の整備及び活用 施設の劣化状況、教育研究の施設のニーズを一元管理し分析活用 

（４）予算の確保 トータルコストの縮減、予算の平準化、必要財源の確保 

フォローアップ計画 施設マネジメントのＰＤＣＡサイクルを運用（計画立案・改修実施・点検診断・計画見直） 

 
 

平準化に向けた取り組みの方向性 

・劣化状況の着実な点検診断および長寿命化に向けた予防保全の実施 

・改修時期や改修計画を踏まえた検討体制を構築 

・戦略的な予算要求および多様な財源活用並びに継続的な学内予算の確保 
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